
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 長野県 喬木村

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

6,874
66.62

2,359,414
3,740,073
3,542,641

164,621

人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

経常収支比率（合計）

H21 類似団体内順位

17/118

全国市町村平均

91.8

長野県市町村平均

86.6

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

96.6

68.8

84.8

86.888.187.6
85.8

H21H20H19H18H17

79.080.2
78.5

82.181.8

人件費

H21 類似団体内順位

27/118

全国市町村平均

26.7

長野県市町村平均

22.1

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

42.5

16.2

24.4
25.426.226.8

28.5

H21H20H19H18H17

21.622.421.721.722.3

物件費

H21 類似団体内順位

35/118

全国市町村平均

13.0

長野県市町村平均

11.6

(%)

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

0.0

18.2

4.2

10.8
10.910.610.611.0

H21H20H19H18H17

9.6
9.49.89.39.7

扶助費

H21 類似団体内順位

66/118

全国市町村平均

9.6

長野県市町村平均

6.0

(%)

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

8.4

1.1

2.9

2.82.82.82.9

H21H20H19H18H17

3.0

2.62.52.72.4

その他

H21 類似団体内順位

117/118

全国市町村平均

12.1

長野県市町村平均

12.7

(%)

30.0

20.0

10.0

0.0

22.9

0.8

11.0
10.610.09.29.5

H21H20H19H18H17

20.6
20.7

18.9
21.320.3

補助費等

H21 類似団体内順位

30/118

全国市町村平均

10.5

長野県市町村平均

14.4

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

31.2

2.3

13.2
13.113.313.113.4

H21H20H19H18H17

9.6
9.79.08.48.2

公債費

H21 類似団体内順位

9/118

全国市町村平均

19.9

長野県市町村平均

19.8

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

35.9

0.4

22.5
24.025.225.1

20.5

H21H20H19H18H17

14.615.416.6
18.718.9

公債費以外

H21 類似団体内順位

72/118

全国市町村平均

71.9

長野県市町村平均

66.8

(%)

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

82.0

47.3

62.362.8

62.9

62.5

65.3

H21H20H19H18H17

64.4
64.8

61.9

63.4

62.9

経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

喬木村

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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経常収支比率［７９．０］
２０年度に比べ１．２％減少し、７９．０％となっている。中期財政計画に計上のある大型事業を考慮し、今度この水準を維持できるよう事務
事業の見直し、組織の簡素合理化を行い行財政改革の取組を通じて義務的経費の削減を行っていく。

人件費［２１．６］
職員数が類似団体と比べ少ないため、人件費が低くなっているが、今後も新規職員採用の抑制や、行財政改革の取り組みにより人件費
の削減に引き続き努めていく。

物件費［９．６］
職員数の削減に取り組む中、事務事業等の委託業務が増加傾向にあるが、この水準を上回らないように需用費予算の一律カットや、事
務の共同化を行い、限られた財源を有効活用できるよう努めていく。

扶助費［３．０］
類似団体ではほぼ平均値であるが、村の施策により福祉医療の無料化や児童福祉及び高齢者福祉サービスの充実に伴い数値は上昇
傾向が予想されるが、経常財源を圧迫させないよう努めていく。

公債費［１４．６］
公債費に係る経常収支比率は、類似団体では９番目となっている。今後も現在の水準より高くならないよう地方債の新規発行を精査選択
し、将来の財政難も視野に入れ、長期的な計画のもとに財源確保に努めていく。

補助金等［９．６］
補助金等に係る経常収支経費は、年々増加傾向になっている。今後は、限られた財源を有効活用できるよう常に効果的なものであるか見
極めながら削減に努めていく。

その他［２０．６］
類似団体平均を大きく上回っており、繰出金が主な原因である。簡易水道・下水道・農業集落排水特別会計については、経費の節減をす
るとともに独立採算の原則に立ち返った料金の見直しに努めていく。国民健康保険・介護保険特別会計においても保険料の適正化を図っ
ていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 573,862 83,483 129,925 ▲ 35.7
賃金（物件費） 29,061 4,228 11,774 ▲ 64.1
一部事務組合負担金（補助費等） 84,545 12,299 21,007 ▲ 41.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 3,013 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 5,691 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 2,182 317 3,464 ▲ 90.8
▲退職金 ▲ 37,478 ▲ 5,452 ▲ 14,584 ▲ 62.6
合計 652,172 94,875 160,291 ▲ 40.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.42 14.33 ▲ 6.91
ラスパイレス指数 94.1 94.7 ▲ 0.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

350,382 50,972 113,693 ▲ 55.2

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 559 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 223,181 32,467 22,461 44.5
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

22,912 3,333 6,991 ▲ 52.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 3,827 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 40 -

▲特定財源の額 ▲ 706 ▲ 103 ▲ 5,008 ▲ 97.9
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 336,413 ▲ 48,940 ▲ 89,570 ▲ 45.4

合計 259,356 37,730 52,994 ▲ 28.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
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当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 長野県 喬木村

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

298,752 42,298 ▲ 21.5 68,130 ▲ 38.4 16.9

うち単独分 255,130 36,122 ▲ 29.4 43,462 ▲ 36.8 7.4

279,994 40,085 ▲ 5.2 124,895 83.3 ▲ 88.5

うち単独分 270,141 38,674 7.1 61,345 41.1 ▲ 34.0

878,560 126,923 216.6 110,324 ▲ 11.7 228.3

うち単独分 853,075 123,241 218.7 55,684 ▲ 9.2 227.9

518,200 75,134 ▲ 40.8 114,677 3.9 ▲ 44.7

うち単独分 484,413 70,235 ▲ 43.0 55,912 0.4 ▲ 43.4

711,754 103,543 37.8 174,443 52.1 ▲ 14.3

うち単独分 667,701 97,134 38.3 89,518 60.1 ▲ 21.8

過去５年間平均 537,452 77,597 37.4 118,494 17.8 19.6

うち単独分 506,092 73,081 38.3 61,184 11.1 27.2
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当該団体値 類似団体平均値
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